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１．研　究　目　的


  本研究の目的は、カリフォルニア州の福祉改革の事例を検討することで、ワークフェアの政策評価を試みることである。ワークフェアは、アメリカの福祉改革の方向性を特徴付けるものであり、就労可能な公的扶助受給者に受給条件として労働または労働関連の活動を義務付けることを指す。アメリカでは、就労可能であるにもかかわらず長期にわたって福祉を受給することは「福祉依存」として問題視され、受給者を職に就かせ「自立」させることで、福祉ひいては貧困からの脱却が目指されたのだった。


２．研究の視点および方法


ワークフェアは、時系列で捉えた場合一般的に、1970年代の旧型のものと1980年代の新型のものに区別される（Wilson 1987）。他方で概念的には、職業訓練・教育プログラムを重視する人的資源開発モデルと、即座の就労斡旋を重視する労働力拘束モデルがある（Peck 2001）。本研究は、ワークフェアの時系列に沿った変遷と両モデルを組み合わせることで、カリフォルニア州の福祉改革の事例を分析する。


３．倫理的配慮


本研究は、文献研究に基づいた発表なので基本的には該当しない。また、本研究は、共同研究ではなく、筆者の


独立した研究であるので、手続き的にも全て妥当なものであることを付記しておく。


４．研　究　結　果


カリフォルニア州では、1980年代後半から1990年代前半にかけて「自立のための大道（Greater Avenues for Independence: GAIN）」プログラムが実施された。GAINプログラムは、「人的資本への長期的投資」という観点から、就労可能な受給者に対して長期的な教育や訓練プログラムを重視する点に特徴があった。GAINプログラムは全米で注目されたが、なかでもリバーサイド・カウンティは、一人親世帯の稼働所得を高め福祉費用を削減したため、最も成功したワークフェアの事例として評価された。しかし、リバーサイド・カウンティは、他のカウンティに反して唯一「即座の就労斡旋」を重視したのであり、その稼働所得についての短期的な「成果」は、長期的な期間でみると失われていた（小林2006）。すなわち、1980年代にはワークフェアの二つのモデルが競合していたが、両モデルとも「福祉依存」を問題視し「就労を通した自立」を志向する点で共通していたため、就労可能な受給者に対して労働義務が強化されるようになったのであった。
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